
三   島   市

        令和３年度（２０２１年度）

三島市下水道事業会計予算案 



令和3年度三島市下水道事業会計予算

 （総  則）
第１条  令和3年度三島市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）
第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。
  (1) 排水件数 37,600 件
  (2) 年間総処理水量 12,025,000 ㎥
  (3) 一日平均処理水量 32,945 ㎥
  (4) 主要な建設改良事業
      管路施設工事費 571,467 千円
      ポンプ場施設工事費 65,838 千円
      処理場施設工事費 116,235 千円

 （収益的収入及び支出）
第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

  第1款  下水道事業収益 2,352,031 千円
    第1項  営業収益 1,109,584 千円
    第2項  営業外収益 1,242,447 千円

  第1款  下水道事業費用 2,319,306 千円
    第1項  営業費用 2,078,752 千円
    第2項  営業外費用 240,454 千円
    第3項  予備費 100 千円

  （資本的収入及び支出）
第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に
  対し不足する額 712,108千円は、過年度分損益勘定留保資金 83,237千円、当年度分消費税
  及び地方消費税資本的収支調整額46,247千円、当年度分損益勘定留保資金 582,624千円で
  補填するものとする。）。

  第１款  資本的収入 1,466,773 千円
    第1項  企業債 1,045,500 千円
    第2項  出資金 246,000 千円
    第3項  国庫支出金 155,483 千円
    第4項  分担金及び負担金 19,788 千円
    第5項  固定資産売却代金 1 千円
    第6項  寄附金 1 千円

  第１款  資本的支出 2,178,881 千円
    第1項  建設改良費 802,767 千円
    第2項  企業債償還金 1,376,114 千円

議第８号

収　 　　          入

支 　 　  　       出

収　 　　          入

支  　  　     　  出
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 （債務負担行為）
第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

 （企業債）
第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率

　政府資金については、その融資条件により、
千円 証 書 借 入 % 銀行その他の場合にはその債権者と協定す

下水道事業 1,045,500 又       は 5.0以内 るものによる。
証 券 発 行 　ただし、財政の都合により措置期間及び償

還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは低利
に借換えすることができる。

 （一時借入金）
第７条  一時借入金の限度額は、1,200,000千円と定める。

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　(1)  営業費用から営業外費用消費税及び地方消費税への流用

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第９条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又
  はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
　(1)  職員給与費 144,673 千円

 （他会計からの補助金）
第１０条  下水道事業の運営に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、
  155,700千円である。

    令和３年２月１６日提出

三島市長　　豊　岡　武　士   

令和3年度公用自動車
令和4年度から

3,351千円
令和10年度まで

償　還　の　方　法

事　　　項 限　度　額

19千円
令和3年度水洗便所改造

資金等利子補給金

期　　　間

令和4年度から
令和6年度まで
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1 下水道事業収益

１ 営業収益

１ 下水道使用料

２ 受託工事収益

３ その他営業収益

２ 営業外収益

１　受取利息及び配当金

２　他会計負担金

３　他会計補助金

４  長期前受金戻入

５  雑収益

１ 下水道事業費用

１ 営業費用

１ 管路施設管理費（単独）

２ 管路施設管理費（流域）

３ ポンプ場施設管理費

４ 処理場施設管理費

５ 総係費

６ 減価償却費

７ 資産減耗費

２ 営業外費用

２ 雑支出

３ 予備費

１ 予備費

令和3年度三島市下水道事業会計予算実施計画

1,141,909

338,664

備 考

運用金利息

一般会計負担金

南部汚水、梅名、壱町田汚水中継ポンプ場の
維持管理に要する費用

240,454

企業債、一時借入金及びリース利息

100

11

239,554

業務に係る費用

固定資産の除却費

指定工事店登録手数料外

国庫補助金等で取得した償却資産の減価償
却見合分を順次収益化するもの

電柱敷地料外

備 考

還付消費税及び地方消費税額

単独公共下水道に係る下水道管路等の維持
管理に要する費用

工事受託収益

固定資産の減価償却費

流域関連公共下水道に係る下水道管路等の
維持管理に要する費用

終末処理場の維持管理に要する費用

款

1,109,584

款
千円

項

1

444,515

支 出

900

目

１ 支払利息及び企業債
   取扱諸費

６  消費税及び地方消費
  　税還付金

項

100

559,400

予 定 額

2,078,752

5,805

収益的収入及び支出

64,492

49,391

33,976

2,319,306

507,059

収 入

目

2,352,031

48

1,108,664

909

155,700

1,242,447

20,239

予 定 額
千円

公共下水道使用料収入

一般会計補助金
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１ 資本的収入

１ 企業債

１ 企業債

２ 出資金

１ 他会計出資金

３ 国庫支出金

１ 国庫補助金

４ 分担金及び負担金

１ 分担金及び負担金

５ 固定資産売却代金

１ 固定資産売却代金

６ 寄附金

１ 工事寄附金

１ 資本的支出

１ 建設改良費

１ 管路施設工事費（単独）

２ 管路施設工事費（流域）

３ 管路施設工事費（特環）

４ ポンプ場施設工事費

５ 処理場施設工事費

７ 流域下水道県事業負担金

８ リース債務支払額

２ 企業債償還金

１ 企業債償還金

資本的収支不足額  補填財源

　　過年度分損益勘定留保資金    

  　当年度分消費税及び地方消費税

  　資本的収支調整額　　　　     

　　当年度分損益勘定留保資金    

712,108千円 83,237千円

下水道事業債

項

収 入

1,045,500

備 考

６ 受益者分担金及び受益者
　 負担金徴収業務費

46,247千円

公共下水道の整備に係る受益者分担金・負担金

19,788

1

7,029

予 定 額
千円

備 考

1

1,376,114

2,178,881

802,767

1,376,114

443

下水道管路等の整備、改良に係る国庫補助金

198,470

172,040

一般会計出資金

款 項 予 定 額

資本的収入及び支出

款 目

千円

116,235

19,788

1

246,000

246,000

155,483

155,483

200,957

1,466,773

支 出

65,838

1

1,045,500

目

41,755

582,624千円
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（ 単位： 円）

１  業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 当年度純利益（△純損失） 578,000

減価償却費 1,141,909,000

固定資産除却費 5,741,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 51,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 106,000

長期前受金戻入額 △507,059,000

受取利息及び受取配当金 △1,000

支払利息 239,554,000

未収金の増減額（△は増加） 11,613,000

未払金の増減額（△は減少） △10,795,000

小計 881,697,000

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △239,554,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 642,144,000

２  投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 有形固定資産の取得による支出 △702,980,000

　　　　 有形固定資産の売却による収入 1,000

　　　　 無形固定資産の取得による支出 △37,959,000

工事負担金等による収入 160,134,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △580,804,000

３  財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,045,500,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,376,114,000

出資金の受入 246,000,000

リース債務の返済による支出 △443,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △85,057,000

　　資金増加額（又は減少額） △23,717,000

　　資金期首残高 74,092,677

　　資金期末残高 50,375,677

  令和3年度三島市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
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1 総　括

17 (5)

18 (3)

△ 1 (2)

(　)内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員の外書き

通 勤 時 間 外住 居

勤 務

2,458

2,4511,494

1,512

扶 養

△ 18

手 当

6012,684

18,833

1,206

1,058 3,714

985

1,539

手 当 手 当手 当 手 当

3,714

手 当

60

0 △ 939 0

324 13,215

△ 73 △ 5310

特別勤務

△ 1,948

(児童手当は含まず）

147,420

△ 2,747

管理職員期 末

1,539 17,894

144,673

管 理 職

24,116

26,064

勤 勉

手 当

△ 686

42,713

△ 799

121,356

120,55742,027

給　与　費　明　細　書

手当 計

（単位：千円）

（人）

合　計

法　定

福利費

職員数

報酬
（人）

区　　分 特別職
給料

一般職

給　　　　　与　　　　　費

0

△ 1130

78,5300

78,643

比較

手

当

の

内

訳

0

0

882

0

地 域

△ 7

手 当

区 分

本年度

前年度

比較

本年度

前年度

手 当
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（1）　会計年度任用職員以外の職員

17 (2)

18 (0)

△ 1 (2)

(　)内は、再任用短時間勤務職員の外書き

手 当

勤 務

0

17,983 13,215 60

6012,684

手 当 手 当

0 0

17,062

△ 921 △ 531

手 当 手 当

3,714 1,539

本年度 1,494 2,327 1,206 860 3,714 1,539

(児童手当は含まず）

時 間 外 管 理 職 期 末

特別勤務

勤 勉 管理職員

△ 98

1,512 2,327 324 958

通 勤

手 当 手 当 手 当 手 当

手

当

の

内

訳

区 分

扶 養 地 域 住 居

比較 △ 18 0 882

前年度

△ 2,6260 0 △ 10 △ 686 △ 696 △ 1,930

138,537

0 0 74,336 41,632 115,968 25,195 141,163

23,26574,326 40,946 115,272本年度

前年度

比較

0 0

（単位：千円）

区　　分

職員数 法　定

合　計特別職 一般職
報酬

福利費
給料 手当 計

（人） （人）

給　　　　　与　　　　　費
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（2）　会計年度任用職員

0 (3)

0 (3)

0 (0)

(　)内は、パートタイム会計年度任用職員の外書き

手

当

の

内

訳

区 分

地 域 通 勤 期 末

比較 △ 7 25 △ 18

前年度 131 100 850

本年度 124 125

手 当 手 当 手 当

832

△ 18 △ 121

851 6,136

869 6,257

1,081 5,285

1,081 5,388

（単位：千円）

区　　分

職員数 法　定

合　計特別職 一般職
報酬 給料

（人）

給　　　　　与　　　　　費

福利費
手当 計

（人）

比較 0 △ 1030 0 △ 103

本年度

前年度 0 0 4,307

0 0 4,204
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2 給料及び手当の増減額の明細

職員数の異動状況

3 給料及び手当の状況

（1）　職員１人当たりの給与

（2）　初　任　給

給与改定に
伴う増減分

△ 321 期末手当の改定による減

その他の
増減分

△ 365 その他の変動分

（単位：千円）

平均昇給率　　1.71%

その他 計

0人 17人

区分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　明 備　考

336,356

366,460

41.7

職員構成の変動に係る
増減分

現に在職
する職員
数

本年度 17人

前年度 18人

   増　 減 △ 1人

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

一般行政職

0人

令和2年1月1日現在

平均給料月額（円）

区　　分

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

令和3年1月1日現在

329,854

362,943

40.8

給
　
　
　
料

△ 1,167

昇給に伴う
増加分

1,157

会計年度任用職員の増
減分

△ 103

期末手当2.6月分→2.55月分
手
 
 

当

△ 686

△ 113

その他の
増減分

△ 1,270 18人

△ 1人0人

大　学　卒 188,400 188,400

区　　分 一般行政職（円）
一般会計の制度

一般行政職（円）

高　校　卒 154,900 154,900
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（3）　級別職員数

(　)内は、再任用短時間勤務職員の外書き

（級別の基準となる職務）

（4）　昇給

区　　分 級
一般行政職

職員数（人） 構成比（％）

令和3年1月1日現在

3級 4級 5級 6級 7級区　　分 1級 2級

令和2年1月1日現在

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

1級

8級

(1) (50.0)

6 (1) 35.3 (50.0)

2 ( ) 11.8

( ) 11.8 ( )2

( )

17 (2) 100.0 (100.0)

1 ( )

一 般 行 政 職
課 長 補 佐 課 長 部 長

技 師 補 技 師 技 術 主 査 副主任技師 主 任 主 幹 副 参 事

主 事 補 主 事 主 査 副 主 任 係 長

参 事

2級

3級

4級

5級

6級

7級

8級

計

8級

計

18

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0

6号給 （人）

号 給 数 別 内 訳

4号給 （人） 15

6号給 （人）

8号給 （人）

8号給 （人）

2号給 （人） 1
前
年
度

職 員 数 （ Ａ ）

一 般 行 政 職

本
年
度

職 員 数 （ Ａ ） （人） 17

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （人）

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0

（人） 18

17

号 給 数 別 内 訳

2号給 （人）

3号給 （人） 2

3号給 （人） 1

4号給 （人） 16

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （人）

1 ( ) 5.8 ( )

4 ( ) 23.5 ( )

2 ( ) 11.8 ( )

( )

( )

5.6 ( )

4 ( ) 22.2 ( )

1 ( ) 5.6 ( )

1 ( ) 5.6 ( )

7 ( ) 38.8 ( )

2 ( ) 11.1 ( )

2 ( ) 11.1 ( )

( ) ( )

18 ( ) 100.0 ( )
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（5）　期末手当・勤勉手当

（6）　その他の手当

一 般 会 計 の 制 度

区　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

有4.452.225 2.225

職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

有

有

備考

4.50

4.45

2.250

本 年 度

12月（月分）

支給率計
（月分）

6月（月分）

区　分
支 給 期 別 支 給 率

前 年 度

2.225

2.250

2.225

住 居 手 当 〃 －

通 勤 手 当 〃 －

扶 養 手 当 同　　じ －

地 域 手 当 〃 －
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令和3年度から
令和5年度まで

一般財源

2,028 2,028 2,028

一般財源

363 363 363

28,578 28,578 28,578

465,786 465,786 465,786

－ －
令和3年度から
令和5年度まで

一般財源

39,699 39,699 39,699

65,100 65,100 65,100

下水道施設運転
管理業務委託

（ポンプ場）
－ －

令和3年度から
令和5年度まで

下水道施設運転
管理業務委託

（処理場）
－ －

令和3年度から
令和5年度まで

下水道施設水質
等分析業務委託

（管路単独）
－ －

令和3年度から
令和5年度まで

下水道施設水質
等分析業務委託

（管路流域）
－ －

債務負担行為に関する調書

期間 金額
（見込）額 予定額

金額

（単位：千円）

左の財源内訳

一般財源

14

一般財源

19

19

19 19

事項 限度額
支払義務発生

令和3年度水洗
便所改造資金等

利子補給金
－ －

令和4年度から
令和6年度まで

支払義務発生

期間

当該年度以降の前年度末までの

14

令和元年度水洗
便所改造資金等

利子補給金
令和2年度

令和3年度から
令和4年度まで

令和2年度水洗
便所改造資金等

利子補給金
－ －

令和3年度から
令和5年度まで19

5

－ －
下水道使用料
徴収業務委託 202,100

令和3年度から
令和7年度まで

下水道施設運転
管理業務委託
（管路単独）

－ －
令和3年度から
令和5年度まで

下水道施設運転
管理業務委託
（管路流域）

一般財源

202,100

一般財源

一般財源

一般財源

19 19

202,100

一般財源
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期間 金額
（見込）額 予定額

金額

（単位：千円）

左の財源内訳事項 限度額
支払義務発生支払義務発生

期間

当該年度以降の前年度末までの

下水道施設水質
等分析業務委託

（処理場）
－ －

令和3年度から
令和5年度まで

一般財源

9,807 9,807 9,807

下水道施設水質
等分析業務委託

（ポンプ場）
－ －

令和3年度から
令和5年度まで

一般財源

1,872 1,872 1,872

企業債

令和２年度
公用自動車

発電機 令和2年度
令和3年度から
令和6年度まで3,363

令和3年度
公用自動車

令和4年度から
令和10年度まで3,351

2,711

一般財源

179

－

一般財源

1,425
3,351 企業債

1,926

－

473

323 323

2,890 損益勘定留保資金

－
323

－
令和3年度から
令和4年度まで

- 13 -



１  固 定 資 産 （単位：円）

 (1) 有形固定資産

   ア 土地 1,032,616,975

   イ 建物 788,277,056

      減価償却累計額 △114,834,004 673,443,052

   ウ 構築物 28,992,523,858

      減価償却累計額 △3,095,112,988 25,897,410,870

   エ 機械及び装置 3,304,578,252

      減価償却累計額 △908,262,220 2,396,316,032

   オ 車両運搬具 77,226

      減価償却累計額 △58,222 19,004

   カ 工具器具及び備品 12,308,837

      減価償却累計額 △6,417,404 5,891,433

   キ リース資産 2,200,000

      減価償却累計額 △460,000 1,740,000

   ク 建設仮勘定 98,279,347

    有形固定資産合計 30,105,716,713

 (2) 無形固定資産

   ア 施設利用権 2,378,822,976

    無形固定資産合計 2,378,822,976

    固定資産合計 32,484,539,689

２  流  動  資  産

 (1) 現金預金 50,375,677

 (2) 未収金

   ア 営業未収金 136,838,440

   イ 営業外未収金 20,238,329

   ウ その他未収金 767,210

　  貸倒引当金 △3,513,120 154,330,859

 (3) その他流動資産 20,000

     流動資産合計 204,726,536

     資産合計 32,689,266,225

令和3年度三島市下水道事業予定貸借対照表
令和4年3月31日

資    産    の    部
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３  固　定  負  債 （単位：円）

 (1) 企　業　債

   ア 建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債 15,851,525,104

　　企業債合計 15,851,525,104

 (2)リース債務 923,888

    固定負債合計 15,852,448,992

４  流  動  負  債

 (1) 企　業　債

   ア 建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債 1,376,795,934

　　企業債合計 1,376,795,934

 (2) 未   払   金

   ア 営業未払金 45,588,134

   イ 営業外未払金 2,419

   ウ その他未払金 76,056,677

　　未払金合計 121,647,230

 (3) リース債務 450,516

 (4) 引　当　金

   ア 賞与引当金 11,572,000

　　引当金合計 11,572,000

 (5) その他流動負債 1,252,000

     流動負債合計 1,511,717,680

５  繰  延  収  益

 (1) 長期前受金

   ア 受贈財産評価額 1,926,189,416

      収益化累計額 △288,432,174 1,637,757,242

   イ 国庫補助金 9,873,787,514

      収益化累計額 △1,256,536,312 8,617,251,202

   ウ 受益者分担金 132,960,790

      収益化累計額 △9,815,006 123,145,784

   エ 受益者負担金 711,420,431

      収益化累計額 △75,897,675 635,522,756

   オ 工事負担金 8,757,000

      収益化累計額 0 8,757,000

   カ 他会計補助金 2,721,783,037

      収益化累計額 △350,733,854 2,371,049,183

     長期前受金合計 13,393,483,167

     繰延収益合計 13,393,483,167

     負債合計 30,757,649,839

負    債    の    部
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６  資    本    金 （単位：円）

 (1) 資本金

   ア 固有資本金 624,013,291

   イ 繰入資本金 745,200,000

     資本金合計 1,369,213,291

７  剰    余    金

 (1) 資本剰余金

   ア 受贈財産評価額 425,088,030

   イ 国庫補助金 124,103,104

   ウ 他会計補助金 3,644,200

     資本剰余金合計 552,835,334

 (2) 利益剰余金

   ア 建設改良積立金 8,000,000

   イ 当年度未処分利益剰余金 1,567,761

    利益剰余金合計 9,567,761

    剰余金合計 562,403,095

    資本合計 1,931,616,386

    負債資本合計 32,689,266,225

資    本    の    部
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　 Ⅰ． 重要な会計方針

　 　 １ 　 固定資産の減価償却の方法

　 　 　 ( 1)  有形固定資産

　 　  　  ・ 減価償却の方法　 定額法

 　 　 　  ・ 主な耐用年数

 　 　 　 　  建物　 15～50年 構築物 10～50年

 　 　 　 　  機械及び装置 10～20年 車両運搬具　 4年

 　 　 　 　  工具器具及び備品　5年

　 　 　 ( 2)  無形固定資産

 　  　 　 ・ 減価償却の方法　 定額法　

  　   　 ・ 主な耐用年数

 　 　 　  　 施設利用権 45年

　 　 ２ 　 引当金の計上方法

　 　 　 ( 1)  退職給付引当金　

 　 　 　  いない。

　 　 　 ( 2)  賞与引当金

　 　 　 　 　 職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこ れに係る 法定福利費の支出に備える ため、

 　 　 　  当年度末における 支給見込額に基づき 、 当年度の負担に属する 額を計上し ている 。

　 　 　 ( 3)  貸倒引当金

　 　 　 　 いる 。 　 　 　

　 　 ３ 　 消費税及び地方消費税の会計処理

　 　 　 　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ っている 。

　 Ⅱ． 予定貸借対照表等関連

　 　 １ 　 企業債の償還に係る 一般会計の負担

　 　 　 　 貸借対照表に計上さ れている 企業債（ 当該事業年度の末日の翌日から 起算し て１ 年以内に

　 　 　 償還予定のも のも 含む） のう ち、 一般会計が負担する と 見込ま れる 額は、 1, 886, 128千円で

　 　 　 ある 。

　 　 ２ 　 引当金の取崩し （ 賞与引当金の取崩し ）

　 　 　 　 令和3年6月に、 令和2年12月から 令和3年3月分の期末手当及び勤勉手当の支給並びに

　 　 　 こ れに係る 法定福利費の支出をする こ と になる ため、 賞与引当金11, 353千円を取り 崩す。

注記

　 　 　 　 　 債権の不納欠損によ る 損失に備える ため、 貸倒実績率によ り 回収不能見込額を計上し て

 　 　 　 　  職員の退職手当は、 一般会計がその全額を負担する こ と と なっている ため、 計上し て
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１  営 業 収 益 （単位：円）

 (1) 下水道使用料 1,015,337,000

 (2) 受託工事収益 2,720,000

 (3) その他営業収益 11,000 1,018,068,000

２  営 業 費 用

 (1) 管路施設管理費（単独） 60,298,000

 (2) 管路施設管理費（流域） 52,938,000

 (3) ポンプ場施設管理費 32,321,000

 (4) 処理場施設管理費 309,197,000

 (5) 総     係     費 421,508,000

 (6) 減 価 償 却 費 1,124,429,000

 (7) 資 産 減 耗 費 15,557,000 2,016,248,000

   営  業  損　失 998,180,000

３  営 業 外 収 益

 (1) 受取利息及び配当金 1,000

 (2) 一般会計負担金 603,800,000

 (3) 一般会計補助金 161,200,000

 (4) 長期前受金戻入 499,548,000

 (5) 雑     収     益 48,000 1,264,597,000

４  営 業 外 費 用

 (1) 支   払   利   息 265,073,000

 (2) 雑     支     出 818,000 265,891,000 998,706,000

   経  常  利　益 526,000

  当  年  度  純  利  益 526,000

  前年度繰越利益剰余金 463,761

  その他未処分利益剰余金変動額 0

  当年度未処分利益剰余金 989,761

  令和２年度三島市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）
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         令和２年度三島市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）
             令和3年3月31日

      資    産    の    部

１  固 定 資 産 （単位：円）

 (1) 有形固定資産

   ア 土地 1,032,617,975

   イ 建物 788,277,056

      減価償却累計額 △86,229,004 702,048,052

   ウ 構築物 28,484,522,858

      減価償却累計額 △2,307,637,988 26,176,884,870

   エ 機械及び装置 3,126,617,252

      減価償却累計額 △674,605,220 2,452,012,032

   オ 車両運搬具 77,226

      減価償却累計額 △42,222 35,004

   カ 工具器具及び備品 12,308,837

      減価償却累計額 △4,745,404 7,563,433

   キ リース資産 2,200,000

      減価償却累計額 △329,000 1,871,000

   ク 建設仮勘定 86,889,347

    有形固定資産合計 30,459,921,713

 (2) 無形固定資産

   ア 施設利用権 2,431,216,976

    無形固定資産合計 2,431,216,976

    固定資産合計 32,891,138,689

２  流  動  資  産

 (1) 現金預金 74,092,677

 (2) 未収金

   ア 営業未収金 142,311,440

   イ 営業外未収金 25,728,329

   ウ その他未収金 1,417,210

　  貸倒引当金 △3,462,120 165,994,859

 (3) その他流動資産 20,000

     流動資産合計 240,107,536

     資産合計 33,131,246,225
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      負    債    の    部
３  固　定  負  債 （単位：円）

 (1) 企　業　債

   ア 建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債 16,182,821,104

　　企業債合計 16,182,821,104

 (2) リース債務 1,374,888

    固定負債合計 16,184,195,992

４  流  動  負  債

 (1) 企　業　債

   ア 建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債 1,376,113,934

　　企業債合計 1,376,113,934

 (2) 未   払   金

   ア 営業未払金 45,724,134

   イ 営業外未払金 3,419

   ウ その他未払金 86,714,677

　　未払金合計 132,442,230

 (3) リース債務 442,516

 (4) 引　当　金

   ア 賞与引当金 11,353,000

　　引当金合計 11,353,000

 (5) その他流動負債 1,252,000

     流動負債合計 1,521,603,680

５  繰  延  収  益

 (1) 長期前受金

   ア 受贈財産評価額 1,926,188,416

      収益化累計額 △211,394,174 1,714,794,242

   イ 国庫補助金 9,732,439,514

      収益化累計額 △938,541,312 8,793,898,202

   ウ 受益者分担金 128,973,790

      収益化累計額 △7,157,006 121,816,784

   エ 受益者負担金 705,379,431

      収益化累計額 △56,689,675 648,689,756

   オ 他会計補助金 2,721,783,037

      収益化累計額 △260,573,854 2,461,209,183

     長期前受金合計 13,740,408,167

     繰延収益合計 13,740,408,167

     負債合計 31,446,207,839
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      資    本    の    部
６  資    本    金 （単位：円）

 (1) 資本金

   ア 固有資本金 624,013,291

   イ 繰入資本金 499,200,000

     資本金合計 1,123,213,291

７  剰    余    金

 (1) 資本剰余金

   ア 受贈財産評価額 425,088,030

   イ 国庫補助金 124,103,104

   ウ 他会計補助金 3,644,200

     資本剰余金合計 552,835,334

 (2) 利益剰余金

   ア  建設改良積立金 8,000,000

   イ　当年度未処分利益剰余金 989,761

    利益剰余金合計 8,989,761

    剰余金合計 561,825,095

    資本合計 1,685,038,386

    負債資本合計 33,131,246,225
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　 Ⅰ． 重要な会計方針

　 　 １ 　 固定資産の減価償却の方法

　 　 　 ( 1)  有形固定資産

　 　  　  ・ 減価償却の方法　 定額法

 　 　 　  ・ 主な耐用年数

 　 　 　 　  建物　 15～50年 構築物 10～50年

 　 　 　 　  機械及び装置　 10～20年 車両運搬具　 4年

 　 　 　 　  工具器具及び備品　 5年

　 　 　 ( 2)  無形固定資産

 　  　 　 ・ 減価償却の方法　 定額法　

  　   　 ・ 主な耐用年数

 　 　 　  　 施設利用権 45年

　 　 ２ 　 引当金の計上方法

　 　 　 ( 1)  退職給付引当金　

 　 　 　 　  職員の退職手当は、 一般会計がその全額を負担する こ と と なっている ため、 計上し て

 　 　 　  いない。

　 　 　 ( 2)  賞与引当金

　 　 　 　 　 職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこ れに係る 法定福利費の支出に備える ため、

 　 　 　  当年度末における 支給見込額に基づき 、 当年度の負担に属する 額を計上し ている 。

　 　 　 ( 3)  貸倒引当金

　 　 　 　 　 債権の不納欠損によ る 損失に備える ため、 貸倒実績率によ り 回収不能見込額を計上し て

　 　 　 　 いる 。 　 　 　

　 　 ３ 　 消費税及び地方消費税の会計処理

　 　 　 　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ っている 。

　 Ⅱ． 予定貸借対照表等関連

　 　 １ 　 企業債の償還に係る 一般会計の負担

　 　 　 　 貸借対照表に計上さ れている 企業債（ 当該事業年度の末日の翌日から 起算し て１ 年以内に

　 　 　 償還予定のも のも 含む） のう ち、 一般会計が負担する と 見込ま れる 額は、 1, 978, 876千円で

　 　 　 ある 。

　 　 ２ 　 引当金の取崩し （ 賞与引当金の取崩し ）

　 　 　 　 令和2年6月に、 令和元年12月から 令和2年3月分の期末手当及び勤勉手当の支給並びに

　 　 　 こ れに係る 法定福利費の支出をする こ と になる ため、 賞与引当金11, 376千円を取り 崩し た。

注記（ 前年度分）
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